
小学校特別支援教室 実践事例集小学校特別支援教室 実践事例集

平成３０年３月 
東京都教育委員会 



目 次 

 

 

 

 

 

はじめに                                       ・・・　１  

特別支援教室についての考え方                             ・・・　２ 

１ 特別支援教室の目的 

２ 特別支援教室を運営するに当たり留意すべき事項 

３ 指導の開始、終了 

４ 特別支援教室での指導 

 実践事例                            

【教室環境整備】 

事例 No.1   特別支援教室の環境整備（品川区）                  ・・・　６ 

事例 No.2   可動式パーテーションの活用（葛飾区） ・・・　８ 

【巡回指導教員と在籍校教員の連携】 

事例 No.3    特別支援教室専門員の活用による巡回指導教員と在籍校教員の連携（北区）・・・１０ 

事例 No.4    巡回指導教員と在籍校教員との連携（目黒区） ・・・１２ 

事例 No.5    在籍校担任と巡回指導教員で進める、児童のアセスメントと読みの困難さ 

       の改善（目黒区） ・・・２０ 

【特別支援教室の理解促進について】 

事例 No.6    特別支援教室の垣根を下げる取組(檜原村) ・・・２２ 

事例 No.7    教職員に対する理解啓発の促進（墨田区） ・・・２４ 

事例 No.8    発達障害の児童に対する周囲（他の児童）の理解の促進

       ～多摩市立連光寺小学校の事例～（多摩市） ・・・３０ 

【指導開始判定、指導終了判定について】 

事例 No.9    多面的アセスメントに基づいた指導開始判定の工夫（杉並区） ・・・３２ 

事例 No.10   指導開始判定・終了判定の工夫（目黒区） ・・・３４ 

事例 No.11   特別支援教室入級時の目標設定 (狛江市) ・・・４０ 

【ＯＪＴ・ＯＦＦ-ＪＴについて】 

事例 No.12   特別支援学校のセンター的機能の活用（町田市） ・・・４４ 

事例 No.13   巡回指導体制の編成について工夫した取組 

       ～東久留米市立第七小学校の事例～（東久留米市） ・・・４６ 

事例 No.14   巡回指導教員の研修体制の充実（葛飾区） ・・・４８ 

特別支援教室にかかるＱ＆Ａ                             ・・・５３ 



はじめに

⼩学校に特別⽀援教室が導⼊され約２年が経過しました。各区市町村において各⼩学校への計画的な
設置を進めていただき、平成３０年度には都内の全ての公⽴⼩学校に設置される⾒込みとなっています。
東京都が平成２６年度に都内公⽴⼩学校⻑を対象に実施した実態調査によると、通常の学級に在籍す

る発達障害と考えられる児童の在籍率は６．１％であり、そのうち４８．９%の児童は、通級指導学級
相当の指導が必要であると推測されています。単純に計算すれば、在籍する児童のうち、約３％（以下
「⽀援率」という）の児童が通級指導学級相当の指導が必要であると推測されることになります。
⼩学校における指導対象児童数は、平成２８年度には９，４４２名、平成２９年度には１２，９４９

名（いずれも各年度５⽉１⽇時点）となっており、平成２８年から２９年の１年間で約３，５００⼈増
加しています。同様に、平成３０年度の指導対象児童数についても、⼤幅な増加が⾒込まれています。
区市町村によっては指導対象児童数が、都の想定している⽀援率３％を⼤幅に上回る数となっています。
特別⽀援教室の導⼊により、これまで⽀援が必要であるにもかかわらず⽀援を受けていなかった児童

が在籍校で適切な⽀援を受けることができるようになったことは、特別⽀援教室導⼊の成果と⾔えます。
⼀⽅、特別⽀援教室での指導により課題の改善が⾒られたため指導を終了した児童（卒業による指導

終了を除く。）は、平成２８年度の１年間で約３５０⼈（従来の通級指導により指導を受けている児童
を含む。）と、指導終了の判定が進んでいない状況が⾒られます。
特別⽀援教室において、個々の児童の実態に応じて環境を整えつつ適切な指導・⽀援を⾏うことで、

障害による学習上⼜は⽣活上の困難が改善・克服されることが期待できます。また、在籍学級において
も、在籍学級担任による障害に応じた適切な指導・⽀援の⼯夫が⾏われることで、発達障害のある児童
も、在籍学級で他の児童と共に分かりやすい指導や⽀援を受けることが可能になります。発達障害のあ
る児童を含む全ての児童にとって分かりやすい指導や⽀援の⼯夫を実施することで、全ての児童にとっ
てもより良い効果をもたらすことが期待できます。
児童の障害の状態を根拠に基づき正しく把握すること、障害による困難さに対して具体的な指導の⽬

標を設定すること、定期的に評価を⾏い指導の成果を把握すること、特別⽀援教室での指導を参考に在
籍学級においても指導・⽀援の⼯夫が⾏われるようにすることなどを、全教職員の理解のもと適切に⾏
うことが重要です。本冊⼦には、平成30年度から中学校に特別⽀援教室を導⼊するにあたり整理した特
別⽀援教室の運営に関する考え⽅のうち、⼩学校の特別⽀援教室の運営においても同様に留意すべき点
についても記載していますので、参考にしていただきますようお願いします。
本事例集は、特別⽀援教室の２年間の実践を踏まえ、参考となる区市町村の取組事例を紹介していま

す。今後の⼩学校特別⽀援教室の円滑な運営を図る上での参考資料として御活⽤ください。
なお、事例の提供に御協⼒頂きました区市町村教育委員会及び各⼩学校の関係者の⽅々に⼼から謝意

を表します。

平成３０年３⽉
東京都教育委員会
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(1) 具体的な⽬標設定と成果の判定

在籍学級で他の児童と共に有意義な学校⽣活を送ることができるようにするため、特別⽀援教室で

の指導の結果、困難さの改善が⾒られた場合には、速やかに指導時数の⾒直しや指導終了について判

定を⾏い、次のステップにつなげることが重要です。そのためには、指導開始時に、指導を必要とす

る理由、指導の⽬標、指導の終了に関する⾒込み等を具体的かつ明確に定め、指導の⽬標の達成度合

いについて、学期ごとなどに定期的に評価を⾏い、指導の成果を把握する必要があります。

加えて、発達障害のある児童は、特別⽀援教室で指導を受けている時間は在籍学級での学習指導を

受けられない時間となることから、特別⽀援教室で指導を受けることに不安を抱えている場合もある

と思われます。そのため、特別⽀援教室における指導の開始や終了の判定、指導時間の設定、定期的

な評価等の検討に当たっては、こうしたことを念頭に、必要な指導時数及び効果的な指導・⽀援等に

ついて⼗分に検討する必要があります。

(2) 全ての教職員による取組

発達障害のある児童は、ほとんどの学級に在籍することが推測され、特別⽀援教室で指導を受け

る児童は、⼤部分の時間を在籍学級で学んでいます。在籍学級においては、在籍学級担任等による

特別⽀援教室での指導を参考にした障害に応じた適切な指導・⽀援の⼯夫が⾏われることで、発達

障害のある児童も、在籍学級で他の児童と共に分かりやすい指導や⽀援を受けることが可能になり

ます。

発達障害のある児童への指導・⽀援は特定の担当教員のみが⾏うものではなく、全ての教職員で

取り組むべきものであり、特別⽀援教室での指導の成果を在籍学級担任をはじめ、学校全体で共有

し、指導・⽀援体制を充実させていくことが重要です。

(3) 障害の程度が軽度の児童

障害の程度が⽐較的軽度の児童については、短期での成果（特別⽀援教室での指導終了）が⾒込

まれます。このような児童については、短期間での指導の終了も視野に⼊れた適切な⽬標を設定し、

設定した⽬標が達成されれば、速やかに終了の判定を⾏うよう留意する必要があります。

特別支援教室についての考え方
１ 特別支援教室の目的
特別支援教室導入の目的は、発達障害のある児童の学習上・生活上の困難さの改善・克服及び在籍学

級における障害に適した指導・支援の工夫が進むことで、対象児童が障害の状態に応じて可能な限り多

くの時間、在籍学級で他の児童と共に有意義な学校生活を送ることができるようになることです。この

ため、特別支援教室導入の成果は、児童の学習能力の向上や在籍学級における集団適応能力の伸長とと

もに、特別な指導を行ったことにより、どれだけ指導の終了（在籍学級のみでの指導・支援）に結びつ

けることができたかの視点で捉えることも重要です。

２ 特別支援教室を運営するに当たり留意すべき事項
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(1) 在籍学級での配慮による経過観察

在籍学級担任等が気付いた当該児童の困難さに関しての巡回指導教員や臨床発達⼼理⼠等の⾏動

観察による助⾔等を踏まえて、特別⽀援教育コーディネーターが、在籍学級で指導するための教室

環境の調整や指導⽅法の⼯夫について、在籍校での実施可能性を考慮して在籍学級担任等に提案し

ます。提案事項を実施した後の当該児童の変容とその周囲の児童の様⼦について、経過観察を⾏い

関係教職員間で情報交換をすることが、より適切な⽀援を検討することにつながることとなります。

(2) 校内委員会における検討

校内委員会で校⻑は、特別⽀援教育コーディネーター、在籍学級担任等から対象児童が在籍学級

で抱えている困難さや在籍学級での状況等について報告させ、対象児童の必要な⽀援のレベルを判

定します。この際、臨床発達⼼理⼠等からの専⾨的所⾒を得るため、校内委員会への出席や書⾯で

の所⾒の提出を求めることが重要です。

(1) 特別⽀援教室で⾏う指導とは

特別⽀援教室の指導は、これまでも情緒障害等通級指導学級で⾏われてきた対象児童に対する指

導と同様です。その⽬的は、在籍学級において対象児童が抱えている困難さを改善することによっ

て、在籍学級で有意義な学校⽣活を送れるようになることです。この困難さとは、障害による学習

上⼜は⽣活上の困難であり、特別⽀援学校学習指導要領の⾃⽴活動を参考にして指導内容を計画し

ていかなければなりません。

(3) 区市町村教育委員会における判定委員会による判定

区市町村教育委員会における判定委員会では、各学校からの申請内容について、各委員の専門的

立場に基づく検討を行い、対象児童の特別支援教室での指導の必要性について判定します。判定に

際して、判定委員会の専門家等が発達検査等のアセスメントを実施し、その結果を加えた検討を行

うなど根拠に基づいた判定を実施することが重要です。

(4) 特別な指導の評価

３ 指導の開始、終了

特別支援教室での指導については、少なくとも学期ごとに評価し、指導目標に対する進捗状況に

ついて校内委員会に報告します。校内委員会では、必要に応じて次の学期の指導目標の修正や指導

内容、指導時数の見直しを行います。年度途中に指導内容等を見直した場合には、学校から区市町

村教育委員会に報告を行います。年度末を迎える時期には、次年度の指導の継続の可否や指導目標、

指導内容、指導時数等について改めて検討し、区市町村教育委員会へ申請します。区市町村教育委

員会においては、これまでの指導について学校からの評価を確認し、指導の継続や次年度の指導目

標、指導内容、指導時数等を承認します。

4 特別支援教室での指導
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そのため、個別的な学習⽀援あるいは、精神疾患、家庭環境等他の要因のみにより⼀⻫指導が困

難な児童は、特別⽀援教室での特別な教育課程に基づく指導ではなく、通常の教育課程の中で指導

内容や⽅法を⼯夫していくことが適切です。

(2) 障害に応じた特別な指導とは

障害に応じた特別な指導については、平成28年12⽉9⽇に公布された「学校教育法施⾏規則第百

四⼗条の規定による特別の教育課程について定める件の⼀部を改正する告⽰」（平成28年⽂部科学

省告⽰第176号。平成30年4⽉1⽇施⾏）により、指導の内容の趣旨が明確化されたことに留意す

必要があります。

改正前ただし書（「ただし、特に必要があるときは、障害の状態に応じて各教科の内容を補充す

るための特別の指導を含むものとする。」）も、「障害による学習上⼜は⽣活上の困難を改善⼜は

克服する」という通級による指導の⽬的を前提としつつ、特に必要があるときは、障害の状態に応

じて各教科の内容を取り扱いながら指導を⾏うことも可能であることを明⽰する趣旨でしたが、単

に各教科・科⽬の学習の遅れを取り戻すための指導など、通級による指導とは異なる⽬的で指導を

⾏うことができると解釈されることのないよう規定を改め、その趣旨が明確化されたものです。

各学校が通級による指導を教科等の内容を取り扱いながら⾏う場合にも、障害による学習上⼜は

⽣活上の困難を改善し、⼜は克服する⽬的で⾏われるよう⼗分留意する必要があります。

(3) 巡回指導教員と在籍学級担任等との協働による指導の充実

特別⽀援教室での特別な指導の⽬的を達成するためには、巡回指導教員と在籍学級担任等とが協

働して指導に当たることが重要です。

これまで、通級指導学級と在籍学級は別の学校に設置されていることが多かったため、このよう

な協働関係を構築することが難しい状況でした。しかし、対象児童が在籍する全ての学校に巡回指

導教員が巡回する新たな特別⽀援教室の⽅式では、巡回指導教員と在籍学級担任等が、定期的に会

うことができ、情報や認識の共有が格段に図りやすくなります。このような利点を⽣かすことによ

って、指導に⼀貫性を持たせやすくなり、対象児童が在籍学級で抱えている困難さを改善するため

の効果的指導を実施することができます。

(4) 指導終了段階の指導の在り⽅

特別⽀援教室での指導の成果により、特別⽀援教室での指導の終了が⾒込まれる場合には、巡回

指導教員と在籍学級担任等との連携により、円滑に特別⽀援教室での指導の時間数を段階的に減ら

し、指導を終了します。

このため、巡回指導教員は、在籍学級において在籍学級担任等と連携して当該児童の⾏動観察を

⾏ったり、当該児童や周囲の児童に指導や⽀援を実施したりします。巡回指導教員は在籍学級担任

等に対し、特別⽀援教室での指導の成果を踏まえ、在籍学級において必要となる配慮点等を明らか

にして、適切に助⾔することが重要です。また、特別⽀援教室での指導の終了後も、定期的に対象

児童の状況を観察して把握するとともに、在籍学級担任等からの相談等に対応することが重要です。
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体育館など広い場所で運動ができるように、各校の調整を⾏った。

拠点校数 8 校

巡回校数 29 校

特別⽀援教室利⽤児童数 335 名

巡回指導教員数 30 名

児童が落ち着ける学習環境を整えた。

（１）基本情報(平成29年9⽉1⽇現在）

（２）取組のポイント

（３）実際の取組

特別⽀援教室の環境整備（品川区の取組）

①各校の特別⽀援教室内の学習環境の調整に当たっては、巡回指導教員・各在籍校の管理職・特別⽀援教

室専⾨員が適宜話し合いを⾏いながら進めている。話合いにおいては、特別⽀援教室専⾨員が、使⽤を希

望する教室の図⾯等の資料を作成するなど、特別⽀援教室専⾨員の役割も重要となっている。

【Ａ⼩学校の事例】

グループ学習室は、本棚にカーテンを掛け、中を⾒えなくしている。タッチの物差しや「こんなときど

うしますか」という困った時の対応法を掲⽰している。個別学習室は、ホワイトボードやタイマー以外の

ものはなく集中して学習できるようにしている。

事例Ｎｏ．１

【教室環境整備】
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（４）取組の成果と今後の展開

【Ｂ校の事例】

パーテーションを使い、教室の背後が⾒えないようにしている。

教室前⾯の壁には何も貼らず、活動に集中できるようにしている。

前⾯のホワイトボードには、その⽇の活動予定を書き、⾒通しが

持てるようにしている。

【Ｃ校の事例】

部屋が⻑⽅形なので、個別指導をする際パーテーションで仕切りやすい。

⼊⼝が細くなっているため、通路に縦⻑のホワイトボードを置くだけで、

外から⾒えないように⼯夫している。

②品川区では特別⽀援教室開始前においては、通級指導学級の設置校で、体幹トレーニングなどの運動機

能の活動をする際には体育館などの広いスペースを確保していた。平成27年度に特別⽀援教室訪問指導モ

デル実施をする。その中で、各在籍校で広いスペースを確保するためには、特別⽀援教室の⽬的や効果を

説明し、周知していく必要があることが分かった。そこで、教務主任会や副校⻑連絡会などで特別⽀援教

室について説明する機会を設け、体育館などの広いスペースを特別⽀援教室の授業でも使えるように依頼

をした。依頼時には、拠点校が訪問する学校グループの週の予定表を作り、教育委員会とともに各校を訪

問して訪問曜⽇の説明をした。決められた曜⽇の中で各校には「○曜⽇の１時間だけ体育館などの広い部

屋を確保してほしい」と依頼をした。その結果、全校で訪問曜⽇のうち１時間は広い活動場所を確保する

ことができた。

【⼩集団での学習スペースの⼀例】

各在籍校に広いスペースの確保を依頼したことで、活動が⾏いやすくなった。また、特別⽀援教室の⽬

的や効果を周知したことで、特別⽀援教室につながる⼈数も増えている。今後は利⽤児童数の増加に伴い、

施設⾯の調整がより必要になってくることが想定される。現在各在籍校には⼀つの特別⽀援教室を設置し

ているが、個別指導やグループを⼆つに分けて指導する場合は、教室の仕切りを⼯夫したり、他の教室を

⽤意したりする必要が⽣じる。その際には、各在籍校の理解を得るため、引き続き特別⽀援教育コーディ

ネーター連絡会などの教員向けの連絡会や各校のコーディネーターによる伝達研修等で理解・啓発をして

いく予定である。

また、各在籍校の学習環境の調整は、利⽤児童数が増える中でより個々のケースに合わせて⾏う必要が

あると考えられる。利⽤する教室の拡充や専⾨員との連携を⼤切にしながら引き続き⾏っていく。
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特別⽀援教室利⽤児童数 703 名

巡回指導教員数 64 名

児童の状況に合わせた部屋の活⽤⽅法

拠点校数 7 校

巡回校数 42　校

限られた教室を有効に活⽤するための⼯夫

（１）基本情報(平成29年9⽉1⽇現在）

（２）取組のポイント

（３）実際の取組

可動式パーテーションの活⽤（葛飾区の取組）

①背景

⼩学校へ特別⽀援教室の全校配置に伴い各学校において特別⽀援教室を整備することとなった。

②基本的な考え⽅

各校を訪問し、「空き教室の有無」・「併⽤可能な教室の有無」・「対象児童の想定」を調査した。

その中で、情緒的課題を持つ児童の特性を捉え、利⽤しやすい教室となるよう検討を⾏った。

③教室整備に向けた課題

・特別⽀援教室に割当て可能な教室は、空調・光沢・防⽕法などの課題があり、確保の難しさがあった。

・実質的に教室全体を特別⽀援教室として活⽤できる学校は少なく、半教室を活⽤する学校が多かった。

・指導内容や児童の特性から、個室ブースが必要である場合や、広い活動スペースが必要な場合がある。

・⾃閉傾向が強く⾳や光に対する過敏のある児童は、刺激を減らすため、ある程度情報をコントロールでき

るスペースが必要。

【教室環境整備】

事例Ｎｏ．２
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④可動式パーティションの活⽤

・半教室で個別のブースを設置すると⼩集団活動が難いため、可動式パーテーションを積極的に取り⼊れた。

・個々の課題や特性に合わせ、可動式のパーテーションを臨機応変に移動し、限られたスペースで多様な

指導を可能とした。

・⾃閉傾向が強い児童の場合は、4⽅向をパーテーションで囲うことで簡易的な個室ブースとすることも

可能とした。

・パーテーションはホワイトボードとして活⽤できたり、磁⽯が付く製品とし、パーテーション以外の活⽤

⽅法も可能とした。

（写真左・中央︓ホワイトボードとしても活⽤できるパーテーション)

(写真右︓個別学習のスペース(パーテーションをボードとしても活⽤））

（４）取組の成果と今後の展開

【取組の成果】

限られたスペースを有効に活⽤することで、特別⽀援教室を⼩学校の全校に配置することができた。また、

その後にモデル事業として実施した中学の特別⽀援教室では、⼩学校で得たノウハウを活⽤することができた。

【今後の展望】

葛飾区では、今後情緒固定学級の新設も検討されている。情緒固定学級では、更に教室数が必要となるが、

どこの学校でも教室数が不⾜しているのが現状である。限られたスペースを有効活⽤しつつ、児童に効果的な

⽀援が⾏える環境を構築することが必要であると考えている。
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